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を制度化 して市販経路 と区別 し,市販経路では松..ド電器製品の取 り扱い比率の
上昇と現金取引を徹底させるものであった㌔
以下,Hで は終戦直後のインフレ期,田 ではデフレ期の松下電器の流通政策
2)孫 の研究 ぱ経営指導 を意識 しつつ も,松.下電器の流 通経路構 築過程 に重点 を置 いてい る(孫.・
善,「高度成長期における流通系 列化 の形成一 松下販社制度 の形成 を中心 に一 」,「経 営史学」,
第29巻3号,1994午)α
3)こ の点は孫 も 「専売店制度の延長線で販社が全国的に設立されていった」 と述べ てい る(同 ヒ,
4ペー ジ}。




につい て検討す る。 これ らの時期 は,松 下電器 自身が運転資金の不足 に苦 しん
で いた時期であ る。Wで は,松 ド電器 の財務状況が改善 され本格的 に量産体制
を確立 してい った1950年代前 半を対象 とし,最 後 にVで は全体 を総括 し専売制
と現金取引の意義を述べ ると.ともに,1950年代 中頃か ら顕著 にな った専 売代理
店制度の限界 を述べ る。
11生 産復興期の流通政策(1946年～47年}
終戦直後,松 下電 器の主 な生産 品種 はラジオ及び ラジオ部品,乾 電池,灯 器,
電球,電 熱器で あった。例 えばラジオ生産 は,政 府の生産計画 の下,生 産台数
が割 り当て られ てお り,資 材調達 もままな らないため増 産は困難で あった。 ま
た,「再開 当初,従 業員 で ラジオをよ く知 ってい る者が少 な く,管 理監督者 も
復員 していない状態で,.人材,資 材 ともに相 当苦 しい状態であ った。∫,
ラジオ業界で は,1945年中 はラジオ用真空 管 として軍需用真空管在庫が大量.
に放 出され たが,.1946年にな って真 空管 の不足 は深刻 になった。松下電器では,.
1946年9月か ら真空管の 自社生 産を開始 したが,生 産効率化 と品質改善が課題
で あった%そ のため,1949年頃まで他社か ら真空管の供給 を受 けていた。
松下 電器 無線製造所 で戦後最:初に生産 された ラジオR-1型 は"並4"と よ
ば れ る再 生式 ラジ オで あった%生 産再 開 当時,松 下 電器 の ラジ オの 品質 は
「箱(キ ャビネ ット)の 板 は薄 く,ニ ス も悪 く,裏 板は薄いベニア板 なので皆
そ っていた」B}ような状況であ った。
また,ラ ジオ及 び部 品 ・電球 ・電熱器 など,松 下電器が生産 していたほとん
どすべての製 品に対 して公定価格が定め られていた。公定価格 のために多 くの'








ていた。松 下電器 も例外で はな く,公 定価格 を遵守 していたため多 くの負債 を
抱えていたゆ。
加えて,電 器製品の多 くには物品税が課 されていた。例 えば ラジオの場合,
製造業者販売価格 に対 して30%の税率で あったLL,。30%の物品税 は小売価格 に
反映 され るため,課 税 され ないアマチュア製作の ラジオに対 し高価格 になって
いた。
さ らに,戦 後直後,異 業種か ら電器製 品生産へ多 くの参入があ った。 また,
供給不足の中で ラジオ,乾 電池,電 球 を製造す る中小企業が戦後多数設立 され
た6∫ラジオの セ ッ トメーカー数 は.】947年には86社にまで増加 した匠2〕。 ラジオの
場合,松 下電器は戦前 か らのセ ッ トメーカー,重 電,戦 後設立 された中小 セ ッ
トメー カー,ア マチ ュアとの競 争にさらされ てい た。
終戦直後の1945',生産の再 開 とともに出張所(後 に営業所 と改称 される)
の再建 も始 まった。12月には本社 に営業部が設置 され,出 張所 は営業部の下部
組織 となった13:1。さらに,1946年6月には営業部 は営業本 部に改組 された。営
業本部長 に社長が兼任 し,営 業本部 の下に製 品部 と商務部を設 け14),営業体 制
を強化 した。営業本部管轄下に東京,大 阪,.名古屋,広 島,九 州,北 海道営 業
所が 再建 され全 国6営 業所体 制がで きあが った1`}。これ によって,〈事業部一
営業所一代理店一 小売店〉 とい う松.ド電器の流通経路 の基礎が確立 された。
しか し,当 時 はまだ営業所は単な る商品の配給 窓「1に過 ぎなか った。品不足
のため仕入れた商品 はあ っとい う間に売れていった。代理店 は松下電器 に比べ
現金 を豊富 に有 していた。 したが って,終 戦直後 の1946年度 の代理店契約は松
10>比較 貸借対照表 によると,1946年8月11日か ら1948年11月30日まで の期 間に,借 入金及び未払
金が大 幅に増加 してい ることが見て とれ る 〈松 下電器 産業,「営業報 告書」,1948年下期)。
11)日本電気通信 工業会,「戦後 の通信工業』,畑59年,215ページ。
12)公正取引委員会編,『日本産業集 中の実態』,1957年,219ページ表。
13)松下電器産業,r松下電 器 ・営 業史 〔戦 後編)』1980年,31ペーージ。
14)製品部は製造計画 の樹立,生 産の完遂督励,.各営業所 への配給,販 売督励,連 絡折衝お よび各
種組 合関係 業務 を分担 し,商.務部 は販売計画,製 品数量 の決 定,販 売制度 の確立,販 売の助成お
よび関係業務 を分担す る,と されてい る(同..ヒ,39ページ〉。
15)同上,40ペー ジ。
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下製 品の販売 努力,正 価 の遵 守のよ うな抽象 的な内容 にとどまってお り'6〕,拡
.売 りベ ー トは契約品種毎 に行 われ てい た。例 えば,第1種 製品についての 「販
売奨励制度」1『}は,3ヶ月.単位で単一 乾電池販売数量 と第 ユ種製 品ユ8)への実際
支払金額 を基準 に2.0%から最高5.0%まで 「販売奨励金」が贈呈された。 こ う
した契約品種毎 の販促 リベー トの設定 は松下電器全体 と して統..一一された流通政
策が とられていなか ったこ とを意味 してい る。
当時,家 電業 界全体 として安定 した生産 と品質の確保は困難であった。 また,
インフレのため現金 はす ぐに商品化 された。流通業者は`'仕入れられ るとき仕
入れ られる ところが ら"仕 入れ る しがなか った。流通業者が特定 の製造業者の
製 品のみ に取 り扱い を絞 ることは困難であ った。イ ンフ レ期 には仕入販売計画
を立 てて もその通 り実行す ることは困難であった。 したが って,製 造業者 は流
通業者 に自社の販売方針 に したが った販売を行 わせ る実行力 を持 ち得 なか った。
む しろ流通業者 には良品を安 く仕 入れる 目利 きが要 求され ていた。 中小製造業
者が乱立 していた この時期,流 通業者に とっては商 品の仕入れ先 は多数存在 し
た。現金取引に よって仕入先に譲 歩を求め,大 きなマージンを獲得す ることが
可能であ った。
一方で,当 時は電器製品全般 において品質に対す る信頼性が低 く流通業 者は
販売 した製品の品質保証 やアフ ターサ ービスについ て一切の責任を負 っていた。
松下電器は公定価格 を遵守 し廉価販売 を行わ なか6た 。代理店 ・小売 店の松下
製品取 り扱 い量を増 やすために,松 下電器 は品質の優秀性 と安 定供給 の点 をア.
ピール し,戦 前 の優 秀なナシ ョナルラ ジオが復 活 した とい う印象を彼 らに持た
せ ることによって,ナ シ ョナルラジオに対す るブラン ドロイヤ リテ ィーを復活
させ よ うと した。1947年無線製 造所が 開催 した 「生 産復 興 工場見学大 売 り出
し」19:1などはそ う したデモ ンス トレ「シ ョンで あった と言 える。
16)松下電 器産業経営資料(代 理店契約に関する資料1、1946年。
17)松下電器産業経営資料(第1種 契約製品に関する資料),1946年。













前の水準を回復するに至 った。そのため1948年頃から電器業界では,景 品 ・招















21〕年初 にあた って松下社長は,「今年は代理店 と松 下は も.つと強 い精神 的つ なが りを強化 したい。
そ して販 売組織 に新 機軸を出 したい と思 う。」 と語 ってい る 〔松下電器産業経 営資料(共 栄 会に.
関す る資料),1948年1月31日)。
22)r営業史」,53ペー ジ。
23)大阪 ・京都 ・兵庫 ・山陰 ・滋賀 ・奈 良 ・和歌 山 ・三重 ・徳島 ・香川 ・高知.・愛媛を含む。
24)大阪営業所資料,1948年9月い
25}契約品種は第1種 電池 ・ランプ等,第2種 ラジオ ・ラジオ部品 ・真空管等,第3種 電球、第4
種電熱器の4種 であ ったP
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る と,「販売奨励金」 は月額20万か ら90万まで5段 階 を設定 し,実 際支 払金額
に対 し1,0%から最高3.0%で設定 されていた。.
また,「販売 奨励金」 と分離 して 「支払感謝 金」が設 定されていた。 「支払感
謝金」 の支払率 は,製 造所毎 ではな く松下製品全体 に対す る実際支払額が基準
となってい た。請 求金額 に対 し,支 払率8D・90・100・110%の4段階で支給
率が設定 されていだ%
松.下電器の代金回収期 間は他 メーカーに比べ短か った助。生産 を維持 し,さ
らに増産 をはか るために商品代金の早期回収が不可欠であ った。増資が 困難で
あ ったため,資 金 の回転率 を速 くす る必要があっ.た。代理店 に対.して売掛金 の
早期 回収 や代金 の早期払 い の協 力 を要請せ ざる得 なか った28,。代理 店 には支
払期 限 まで に商品代 金を準備 してお くよ う計 画的 な資 金運用 を求めた ので あ
る。
製造所の方針を伝え るため,製 造所 の販売方針や製 品情報 は 「代理店 リポー
ト」 を通 じて代理店に伝達 されるよ うになった。
無線製造所 で は1949年初 に,「代理店 リポー.ト」 を通 じて 「製造設備並 び
1ζ製造方式 の徹底 的改良 による増産体 制の確立」捌 を第 一 目標 とす るこ とが伝
.え られている。
生産面では,1948年下期か ら50年上期 にか けてのデ フレ期 に徹底 的な生産合
理化 が行 われ.ラ イ ンの能率増進が はか られた。無線 製造所で は時 間研究 ・動
作研 究 ・工程 研究な どによ る作業改善が行われた鋤。 また,ラ ジオ部品の 中で
も,松 下電器 の懸案であ った真空管性能が他社真空管 と遜色 のない程度 まで向
上 していっだ ㌔








た。松下電器で は,6月 にはラジオ ・電球 な どの12工場 を半 日操業 とし認,,7
月の機構改革では工場 別独立採算制 をとって合理化 をはか った。 しか し,同 年
末 にはさ らに経営は苦 しくな り,ラ ジオ ・真空管 などの4工 場 が1ヶ 月の休業
に追い込 まれた3%
1949年8月の契約更改で,代 理店 は製 品別 に最低取引額 を覚 え書 きとして設
定 し,そ の額 を達成 した場 合のみ各種 の特典が与 えられ ることにな った。達 成
代理店すべて に対 し,全 製品の仕 入額に対 して1%の 「契約積立金」が松下電
器 内に積み立て られ,そ れ と同額の 「協力感謝金」が加 えられ,そ の、ヒに松 下
電器 の株式 配当 と同額 が合算 されて 「配 当付 き契約 積立金」が積立 贈呈 され
た到。 これ らの リベー トは松下電器全製 品の購入 に対 す るものであ る。製品毎
には従来 と同様 に 「販売奨励金」が支払われた。 しか し,前 年度契約 にあ った
4段 階の支払感謝金は廃止され,納 入金 額を算定基準 とす る 「販売奨励金」へ
と戻 った。 ラジオの例では,「販売奨励金」 は月20万 か ら100万の6段 階基準
を設 け,2.0%から最高4,5%に設定されていた。
この契約更改で前年度契約 に比べ代理店への りベ∵ トは複雑かつ厚 くなった。
リベー トを含 め代理店の実質マージ ンは約1割2分 であった。松下電器 は,こ
れ によって代理店 の資 本蓄積 を促 進 し拡 充資金 として利用 させ よ うとしてい
た謝。 しか し,リ ベー トの増大,決 済期 限の短縮は押 し込み販売の圧力 を強 く
し,値 崩 れ とその結果 として代理店利潤を圧迫す る危 険性 をは らんでい た。
また,こ の契約 更改 とともに,「ナ シ ョナ ル共栄 会」が.発足 した。1949年当
時,代 理店は2社 以上 のメーカー と取引す るのが常態 とな っていた。共栄会 は
32)『略剋,207ペー ジリ
33)同上,209ペー ジ。
34)松 ド電器産業経営資料(代 理店契約 に関す る資料),1949年.
35)以下は北海道設 立大会での松 下社 長の弁 である。「本年度 は……約5割 の増産 とな り.ます故 に
それだけ多 く販売 して戴か なけれ ばな りませ ん。之が販売 をするにはそれだけの資 本金が御入用
につ き営業面に於 いて生み 出す様 にお願いい致 したいのであ ります。」「代 理店 リベー トが8分 あ
る として他に歩戻 しが4分 ある としますれば計1割2分 となります.此 の2分 を共栄会へ通行税
として積み立てれば代理店相互 の価格 の維持 ともな りまし ょうし今後の拡 売資金 となる と思 いま
す」(松下電器産業経営 資料(共 栄会に関する資料),1949年10月14日〕。
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薄れつつある代 理店 と松下電器 の結 びつ きを精神的な面か ら固める ことを目的
と していた。同時に代理店 間の相互援助 ・相互信 頼を高め るとい う目的があ?
た。会員間で共同宣伝や共 同売 出 しなどを行 うとともに,会 員 間のナ ショナル
製品の価 格競 争を抑制す る狙いがあ ったお〕。
同年,.副代 理店 ・特約店制度 を設 け,販 売網を拡大 していった。 これ らも含
め共栄会のメ ンバーは1950年5月時点で約250であった37)。
2.小売販売店政策
小売店に対 しては1947年か ら 「ナシ ョナルシ ョップ誌」 とい う機 関誌 を通 じ
て松 ド電器製品の紹介や販売方法,販 売促進や経 理の方法 な どの効率的 な小売
店経 営の方法 といった情報 を提供 していた。 しか し,松.ド電器 の対小売店政策
が本格的に始動す るのは1949年の連盟店制度再開か らである。
電器小 売店 は故 障修理 という重要 な機能を果た していた。個 人経営 の多い電
器小 売店 では修理業務 に手一杯であ った。販売計 画や顧客管理,記 帳 を行 うこ
とさえ困難で あった。販売 に関 して はマー ジンの大 きい商品を優先的 に販売 し
た り,売 上 を優 先す るあ ま り安 易 に値下 げ に走 りが ちであった。松下電 器 に
とって,自 社製 品の安定 した販路 を構築す るために小 売店 の労力 と資金 を自社
の販 売方針 に治 りて運用 させ る必要があ った。
1949年初か ら,.ラジオセ ットには 「サー ビ.スカー ド」.を同梱 し,売 上機
.種 ・購 買動機 ・購買者層な.どの調査 を行い始め謝,2.月には ラジオ連 盟店 制度
が復 活 した。
3月にま とめられた.「サ ービスカー ド」の第一次集計結果 によって以下の こ
とが明 らか にな った39》。1)需 要の 中心 は"ダ イナ ミ ックス ピー カー付 き再 生






格 の手頃 な"ダ イナ ミッグ を,買 い換 え購入者 は"ス ーパー"を 選ぶ傾 向が
あ る。3)購 入 動 機 は,1.品 質 が よ い か ら(36%),2.店 で 勧 め られ た
(18%〉,3.意匠が よい(17%〉が上位 を占めて お り,改 めて小 売店 による推
奨が購買決定 に大 きな影響 を与 えているこ とを再確認 した。
この集計結果 を受 けて,無 線 製造所で1949年夏 に 「優 秀ナ シ ョナル ラジオ普
及運動」 を実施 した。「ナシ ョナ ルラジオは売 りやすい」,「rナシ ョナル ラジオ
は名実共 に一流品だ」 との 「信用』 とナシ ョナルラジオを取扱 ってい ることが
お客様 に 『安心 して買え る信頼 ので きる店だ』 との印象 を深めていただ くため
に」ゆ,セ ッ ト毎 に 「診 断書 」をつ け,半 年 ない しは1年 間の無料 保証サー ビ
スをつ けた売 り出 しを行 った。
ラジオに続いて1949年9月に電球,翌50年2月 には乾電池 につ いて,戦 前 の
製品別連盟店制度が復活 し,連 盟店へ の登録店 に連盟店表示看板,広 告宣伝物,
連盟店 リポ ー トを通 じて売 り出 し情報や技術資料が提供 された`%
連盟店制 に先 だって 「共益券」司2:卜(電球 と乾電池 の場 合は 「共栄券」 と呼ぶ)
の添付 も再 開された6「共益券 」には点数がT1'され,点 数に応 じた 「販売奨励
金」の払い戻 しやその他特典が あった。松下電器 は 「共益券」 の返 送実績 を も
.とに,販 売能力が大 きく仕入れ の安定 した優 秀 な小売店 を連盟店 として登録 し
てい った。
松下電器 は,連 盟店が拡充資金 を生み出せ るように,彼 らの資本蓄積 を促進
させ る政策の必 要性 を感 じていた。そ の第一線 にあ るのが代理店で あ り,代 理
店 には小売店への支援が 要請 され てい た。そのため に,ま ず代理店 と小売店 の
継続的 ・安定的な取 引を確立す るこ とが前提 であ った。
.小売店が複数 の代 理店か ら仕入れ る場合,「共益券」 を貼 り付 け る台紙 は代
理店毎 に区別 されだ%こ れは 「販売奨励金」の計算 を代理店毎 に別 々に行 う
4① 無線製造所資料,1949年5月31ロ。
41)『営業史」,55ペー ジ。.















ためである。 「販売奨励 金」 は累進制 のため別計算で はその獲得 に不利 になる。
こうして,松 下電器 は小売販売店が特定 の代理店か らのみ商品 を仕入れ るよ う
な インセ ンテ ィブを与 えてい った。
ラジオで は 「共益券」15枚で連 盟店 と して登録,電 球 では3ヶ 月で電球250
個(「共栄券」10枚〉以 上の販売 を確約 した販売店 とな っていた覗)。.
ラジ オ連 盟店の場 合哺,,連盟店で無線 製造所 総販売 額の80%を販売 し,1%
を連盟店運営経費 にあて る計 画であ った。 しか し.発 足5ヶ 月後の調査では連
盟 店経 費 は総販売額 の0.28%に過 ぎなか った。「共益 券」 が予 定通 りに返送 さ
れ てこなか った のであ る。そ こで,1ヶ 月仕入台数が5台 以下の零細店の指導
育成,非 連盟店の連盟 店へ の登録促進,連 盟店の特典の追加な どが検討された。
その後,1950年7月に連盟店登録資格 を共益券15枚か ら10枚へ緩和 し,同 時
に 「販売奨励金」 を倍 額 にし,ユ,000店弱の連盟店数を3.000店にす ることを 目
標 としたash。1950年ユ 月には 「販売奨励金」 の支払 を年4回 に分 けて実施す る
ように変更 し,広 告宣伝物の支給 など連盟店 の特典 を追加 し」`17)。代理店 に対
して担 当地域 の小売店 をナシ ョナル化す るよう連盟店の特典を小売店 に説明.し,
ナシ ョナル販 売網の構築 に一層努力す るよ う求 めだ%.さ らに,代 理店 と小売
店 の連携 を深 めさせ るた め に,松 下電器 は代理店 とそ の傘 下の小 売店 による
「ナ シ ョナル会」 の結成 を促進 してい った。
IV生 産拡大期の流通政策(1950年以降)
1生 産体制と営業体制の拡大
.デ フ レの中,1950年3月松下電器はさ らに組織 の縮小 ・簡素化 を行 った。事
43)営 業 部 資 料,1949年8月21臨
44〕 同 上 。 無 線 製 造 所 資 料,1949年2月2!日 。r営 業.史』,55-6ベー ジ。
45)営 業 部 資 料.,1949年S月3日 σ
妬 〕 松 下電 器 産 業,『 ナ シ ョナ ル シ ョ ップ誌 』,19494V10月号 。
47}松 下電 器 産 業 経 営 資 料 〔ラジ オ連 盟店 に 関す る 資料 〕,1950年10月25日。
48〕 当 時 ナ シ ョナ ル ラ ジ オ連 盟 盾 は2,721店で 全 国 ラ ジ オ店 の27.6%占め てい た 〔松 下 電 器 産 業経
営 資 料 〔ラ ジ オ連 盟 店 に 関 す る資 料 〕,1950年)。
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業部制 へ と機構改革が行われ,本 社機構 も簡素化 された。
しか し,1950年下期か ら朝鮮特需の影響 を受 けて沈滞 していた消費財需要が
盛 り.返して きた。各 メーカー とも在庫 は解消 し,全 国的な品不足の状態 にな っ
た。特 に,ラ ジ オは翌年か らの民放開局予定 に伴 いスーパ ーラジオの需要が高
まってい った。松下 電器は1950年8月にはラ ジオ月産台数9,⑪00台に達 し,ま
た 関東で も東芝が トップを切 り,八 欧,ミ タカ,山 中な どの各 メーカーが2-
3割の増産 を行 った⑧。
松下電器 は,第1事 業部 ラジオ工場 に組立か ら調整,完 成の全行程 にベ ル ト
コ ンベアを採用 し生 産効 率化 を図った働。1950年には58秒に1台 の割合で4球
ス"パ ーを組み 立てるよ うになっていた51)。1951年12月,当時 としては画期 的
な月産 ユ万5,700台の生産を達 成す るに至 り,翌52年には流れ作業の基礎 を確
立 した53:1、,1953年2月皇太 了・訪問の際 には30秒に1台 の割合で生産す るよ うに
.なっていた5%
また,ユ951年7月に第1事 業部 か ら管球部門が第5事 業部 と して独立 した囲。
真 空管に生 産へ の合理化投資,1951年10月の フィリップスとの提携 による松 下
電子工 業の設立働 によって,松 下電器の真 空管 生産量は1952年秋 には東芝 と肩
を並べるまでに増加 しだ%東 芝やMT管 生産で先 ん じていた 日本電気 との激
しい販売競争を繰 り広 げた結果,1952年秋か ら真空管の卸 リベー トは拡大 し,
翌53年か ら仕切 り値 は下落 してい った57>。電球で ば東西の2大 ブラン ド,マ ツ
ダとナ シ ョナルは激 しい宣伝 合戦 を繰 り広げた鋤。
49)電 波 新 聞,1951年8月25日 。
5の 『創 造 へ の 飛 躍.1,92ペー ジ。
51)岡 本 康 雄,「 口立 と松 下m」,1979年,中 央公 論 祉,45ペ ー ジ、
52)『 創 造 へ の 飛 躍』,110ペー ジp
53)同 上,113ペー ジ。
54)同 上 。
55)1日 立 と松 ドm』,38ペー ジ。
56)電 波 新 聞,1952年11Jj29日n
57)東 芝 の 受 信 管 値 下 げ に他 社 も追 随 した(電 波 新 聞,195311月2日)。
58)例 え ば,1952年3月 「ナ シ ョナ ル」 が テ レ ビや 洗 濯 機 を景 品 に付 けた 売 り出 しを 行 え ば,「 マ










1950年10月,第2事業部か ら電熱部門が第4事 業部劉 として分離独立 し,第
4事業部で はアイロ ン,電 気 コタッな どを増 産 していった。.
第4事 業部で はさらに,1951年か ら54年にか けて電気洗濯機,.ミキサー,掃
除機 の生産 を開始 し,こ う した新製品の増産 のため専用工場が建設 された。
こうして事 業の専 門細 分化 をすす め,1954年8月4本 部10事業部制 とな っ
た5。}.。松下電 器はユ952年か ら54年までの3年 間に5⑪以上の新製品 を発売 した611。
生産体制 の拡大 と並 行 して販 売体制 も拡大 してい った。 当時,営 業所 は事業
部 と代理店 を結ぶ製品流通拠点 と して機 能 していた。地域別の販売額は営業所
売上 によって把握 されていた。1950年以 降,松 下電器 は全国の出張所 ・駐在所
網 の拠点づ くりを急速 に進めてい った⑭。
また,1951年6月本社 に.市販 部,特 販 部,宣 伝 部 を設置 し6呂,,従来各事 業部.
に分散 され ていた宣伝課 を本 社直属の宣伝 部 に統一す ることになった面Qそ の
後,市 販部 には52年9月 に企画課,連 盟店課,周 知調査課 を設置,53年8月.に







管轄営業所 .出 張 所 駐 在 所
九 州 長崎 ・鹿児島 ・小倉 ・熊本 ・大分
広 島 下関 ・岡山
本 社 彦 根 ・高 松 ・松 山 ・奈 良
名古 屋
東田.京..
静 岡 ・金 沢 ・松 本 ・三 重 ・福 井 ・富 山 ・岐 阜 豊橋
新 潟 ・郡 山 ・横 浜 ・両 毛 山梨 ・茨城
仙 台 弘前 〔後に青森)・盛 岡 ・秋 田
北 海 道 旭川 ・帯広 函館 ・釧路 ・室蘭
(1営業 史 」,76-77ペー ジ。 「社 史 資 料{1副、1965年,34-44ペー ジ)
63)「 営 業 史』,75ペー ジ。
64)電 波 新 聞,1951年7月5日 。
65)『 営 業 史』,76ペー ジ.
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営業本 部 の下 に商務部,宣 伝部が設 け られ,専 門的職務 を担 う課が 設 置され
た働。
さらに,1951年秋か ら 「SFM(サービスフ ィール ドマ ン)制 度」 を実施 し,
市場調査 松下電器 と販売店 との コ ミ,ユニケー シ ョンの強化 にあた らせ だ ㌔



















66)同 上,103ペー ジ松 下 電 器職 制 表(1954年8月 〉。
67)同 上,89ペ ー ジ。
68>電 波 新 聞,1950年9月25目 。




























この更改で は,基 本額の増 人によ り特 に第1種 ラ ジオ と第4種 電球では高率
リベー トの獲得 が難 しくなった。 また,100%以外 は リベー トな しのた め抜売
意欲 を極度 に減退せ しめ るとい った点 を東京営業所が指摘 している7%
しか し,「(営業所 ・代理 店 とも)互 い に無理 を しない とい う方針」の もと,
「思惑買い をさせ ないで販売 回収 のバ.ランスの とれた営業方針を とらし資金 の
有効 回転 を図る」 こ とが 目指 された'%確 実 な回収 は 「松 下電器 の取 引条件 を
説明 し,代 理店対 小売 店の商取 引をわが社の方針 と完全 にマ ッチす るよ う督励
しては じめて」瑚実現 しうる ことが強調 され た。以後,代 理店専 売化 と小売店
へ の指導援助 が進 め られてい ったのであ る。
1951年更改で契約 製品 は9種 類 に拡 大 した。i共栄奨励 金」は第1種 ラジオ
を例 にすれぼ,1.5%の払い戻 しを受 けるため.には30万円以上100%代金払 いの




大 阪 ・兵庫 を除 く地区 に22店,大阪 ・兵庫に22店である。大阪 ・兵庫以外の地
区で.は;ユ5店が全種契約の専売代理店 とな っていた。大 阪 ・兵庫で は,全 種専
売代理店10店,部 分専売代理店7店,普 通契約5店 で あった。専売代理店 に関
しては1%の 専売感謝金が支払われ るとい う原則 であ ったが,在 阪有力代理店
の専売契約 に対 しては数%の 特別 リベー トがつけ加え られだ η。
松下電壽で は,1950年以降の第1次 再建によって資本金 ・販売額 ともに拡大

















1953年,松下社長は 「第2次 再建」を掲げ,経 費の節減を指示したB}。松下



















78)松下電器 産業経営 資料,19534f7月23口。以下、「第2次 再建」 に関す る記述 は特 に脚注 のな
い もの は同資料 を参照 した。
.79)松下電器産業経営資料,1953年8月25日.





195ユ年5月,ラ ジオ連盟店制度の運営方法が改訂 され た。.製品 品種の拡大に
よって,そ れまでA券 マグネチ ック40円,B券 ダイナ ミック80円とい った大 ま.
かな分類で あった 「共益券」では対応で きな くな り,品 種 に応 じて1点 か ら30
点の点数 を付 ける方式 に変更 した。 また,パ ー ツに も 「共益券」 を付 し,「共
益 券」 の点数 による優秀連盟店の選定 基準 を明確 に した。.優秀連盟店 に対 して
店頭販促物贈呈,工 場見学,技 術 講習な ど特典 を付 けることにな つだ%
電球連盟店,乾 電池連 盟店で も同 じよ うな主 旨の運営方式の改訂 が行 われ て
いた。各事業部 はこうした特 典を増加 し,連 盟唐網 の拡大 と 「共益.券」 の返送
率 の上昇 によって各事業部の販売方針 を小売店 にまで浸透させ ようとしていた。
ま鵡 一方で195.1年11月か ら連盟店 に対 して支払報償制度を実施 し,小 売店
に対す る代金 回収問題 に も着手 し始 めた尉。 この制度 は,代 理店契約 を厳重か
つ正確 に実施す るために連盟店 の支払 に対す る観 念 を根底 か ら切 り替 え,回 収
面で連盟店 と松 下電 器本社 との総 合的連携 を強め,支 払期 限の延長 による値引
き販売 を防止す ることを狙 い としていた。
さらに,松 下電器 と連盟店 との総合的 な関係 強化 とい う目的で,1952年12月
か ら従来の製品別連盟店制度 を発展 させ,総 合連盟店制度 を発足 させ た鮒6市.
販額 の0.5%を運 営 費 にあて,「共栄券」1点 につ き1円 の 「販 売奨 励金」,
6ヶ月毎の拡充感謝記念品,1年 毎の感 謝状,そ の他広告宣伝品 を提供する こ
とにな つだ%.
総合連盟店制度 は,事 業部 にとっては 「共栄券」 による販売状況が把 握 しに










しか し,テ レビをは じめ次 々に発 売され る新製 品の販路 の確 保のため,「拡
充 の基盤 を広範 囲 に培 養す る」 ことで 各部の 意見 の一 致 を見 だ7,。.連盟店 に
とって も,全 製品の 「共栄券」 を一枚 の台紙 にま とめ ることで,「販売奨励金」
その他特典 を享受で きる機 会が大 きくなった。総合連盟店制度は連盟店の労力
と資金 を事業部毎ではな く,松 下電器 の総合的 な政策 に沿わせる ものであった。
松 ド電器 は実施7ヶ 月後,制 度 の現況 につ いて調査 を行 った㌦ 電界で は連
盟店への.登録店17,340店の内 「共栄券」 を100点以 ヒ返送 した実績店 は7,569店
で44%であ った。さ らに市販額 の85-90%が実績店で販売されている ことが確
認 された。制度発 足前か ら予想 され ていた ことであ ったが鋤,「共栄券」返送
1,500点以上の有力連盟店 は全商 品を平 均的 に販売 してお り,乾 電池や電球 の
み を扱 う零細連盟店 との格差が明 らか にな った。 曽
つ ま り,総 合連盟店制度の 「拡充の基盤を広範囲に培養す る」 とい う当初の
目的が十分 に達成 され てい なか ったのであ る。課題 は非実績 店を実績店へ と育
成す ることであった。そのため に 「優秀店賞」だけでな く,「優 良店賞」 「協力
店 賞」「躍進 店賞」な どの特典 を増 や してい った。ユ955年か ら6ヶ 月記念品の
か わ りにお客へ のサ ー ビス品 を受 けることがで きる 「カス トマー ・サ ービス制
度」9[1〕が設 け られた。翌56年か らは 「販売奨励 金」 を積立制 に し,小 売 店の資
本蓄積 を促進 しよ うと しだ ㌔
こうして1950年代 中穎か ら連 盟店政策 は一時 的な招待 売 り出 しが ら,「共栄
券」 の返送 と厳密 に関連 させた登 録店の育 成へ と変 化 してい った。
???
Vお わ り に





9Q)松下電器産業,rナシ ョナ ルシ 珂ップ誌」,1955年8月。











ことや,マ ージンを大 きくするかわ りに様々な景品 ・招待旅行付 き売 り出しを
行うζとが流通政策の中心であった。
























5⑪年代後半,代理店の資金繰 りが苦 しくなるにつれ,卸 による小売販売や商
品の横流しを蔓延させ価格の下落を引き起こした。代理店が価格訴求以外の販
促 を行うことは困難な状況になっていった。松下電器をはじめ,製造業者は卸
の.小売販売や横流 しを規制することはできなかった。だからこそ廉価販売業者
への出荷停止は公取委に独禁法運反とされた後,松 下電器は自ら卸段階に資本
投資して販売会社を設立していったのである。
?
??
